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Ⅰ　はじめに
1.1　コソボ分離独立の先例性
コソボ独立宣言の合法性に関する国際司法裁判所勧告的意見（以下，勧告的
意見）1 は所属国家からの独立宣言，すなわち所属国家からの分離独立の主張
そのものは国際法に違反しないことを明確にした。コソボは今日までに主要国
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を含む 108 カ国に及ぶ国連加盟国から分離独立が承認された（2014 年４月現
在）。現在，分離独立を主張して所属国家との間で紛争が進行している事例は
世界各地で 200 件以上存在するとされる 2。コソボの分離独立は他の分離事例
の先例となるのか，先例となるならば，コソボ独立の事例を踏まえて，国際社
会の他の分離集団についてはどのように捉えることができるのか。分離集団の
行動及び関係国における分離運動への対応及び国内の少数者問題への対策は，
コソボの事例によってどのように影響されるのか。
1.2　特別の（sui generis）事例
コソボの事例は分離権が認められた先例として，将来，集団が分離独立を主
張する場合の法的根拠となるだろうか。コソボの分離独立を認める場合，そ
れが先例として他の諸国に属する民族集団にもコソボ人民と同様に援用され
るかどうかをめぐっては議論がある。コソボ問題に関しては「特別の（sui 
generis）事例」という概念が使用されている。ただし「特別の事例」に関し
ては諸国家，事務総長特別代表，裁判官等が言及しているが，同概念とコソボ
分離独立が先例になるかどうかという問題との関係，分離権との関係及びその
要素，特徴，基準等についての見解は一様ではない。
コソボの地位に関する事務総長特使報告書は，次のようにはっきりとコソボ
が先例とはならないと断言している。
コソボは特別の解決方法を必要とする他に例のない特別の事例（a 
unique case）である。他の未解決の紛争の先例を創設するものではない 3。
1.3　国際司法裁判所における議論
勧告的意見手続過程においてコソボ分離独立を支持する立場からコソボの特
別の事例に言及した諸国 4 の一部，英国，フランス等は，コソボの分離権が存
在するかどうかについては触れず，コソボだけが既存国家からの新国家樹立が
認められる唯一の事例という見解を示している。そこからは他の分離運動集団
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が先例として用いるのを阻止する意図を推測することができる。
他の諸国 5 は既存国家の一部集団であるコソボに分離権としての自決権が認
められる特別の場合であるとする視点から，分離権が認められる条件，すなわ
ち国家の領土保全よりもコソボ人民の分離権が優先されるための条件として捉
えている。同様の解釈は勧告的意見に関するユスフ裁判官個別意見にも見られ，
同個別意見は分離権が存在するとの視点から，自決権のコンテクストでの特別
の事例，すなわちコソボには分離権が認められる特別の状況があるという見解
を示し 6，コソボ人民を自決権の主体とみなし，はっきりとその分離権を認め
ている。これらの見解によれば，もしも他の集団がコソボと同様の要件を満た
せば，当該集団にも分離権を認める可能性がある。他方，セルビア支持の立場
からであるが，ベトナム，アゼルバイジャン及びボリビアは，コソボは英国，
フランス等が主張する特別の事例ではなく，先例を創設すると主張する 7。
コソボが特別の事例であるかどうかに関し，勧告的意見は触れていない 8。
法制度上，国際司法裁判所は先例を創設することはない 9。コソボを特別の事
例とみなすことにより，分離権を法的権利として確認する先例とはみなさな
い先の見解に対し，そのような議論は国際システムの操作であり，sui generis
概念にもとづいてコソボの事例の先例としての能力を排除することは不可能と
してコソボ事例の先例性を肯定する研究者の見解がある 10。他方，勧告的意見
に関する先例性に限定しているが，コソボ全体の問題に関する十分な明確さを
欠き，慣習法生成の先例として確立するためには矛盾がありすぎるという理由
から否定的な見解がある 11。
1.4　コソボ事例の援用
以上のようにコソボの先例性に関しては諸国家及び学説における見解が分か
れる中，国家実行においては，コソボを特別の例外とはみなさず，先例として
援用する国が現れた。グルジア紛争（2008 年）の際のロシアの対応がその例
である。ロシアはグルジアによる南オセチア住民に対するジェノサイドを理由
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として，グルジアへの軍事介入を正当化し，また南オセチア，アブハジアの状
況とコソボの状況とを比較し，共通要因があるとして南オセチア，アブハジア
への国家承認の付与を正当化している 12。プーチン大統領は「もしもコソボが
完全な独立を付与されることができるのが確かだとするならば，なぜアブハジ
アと南オセチアにはそれを否定すると言えるのか。・・・・・・コソボを国家
承認することはアブハジア及び南オセチア人民にも広範囲の効果を有する。な
ぜなら彼らもコソボ人民と同様に分離権を有するからである」13 と述べ，メド
ベージェフ大統領も同様に，「他の諸国がコソボにしたように，ロシアは南オ
セチア及びアブハジアを承認すべきと認識している」14 と述べた。またロシア
はクリミアのロシア併合（2014 年 3 月）においてもコソボ分離独立の事例を
先例として援用している 15。
たとえコソボ分離独立が事例が分離権の先例としての法的拘束力を持つこと
がなくても，分離権の先例として実際に援用する国家が存在するという事実か
らすれば，他の諸国及び集団が分離権の根拠として援用する可能性はある。ま
たコソボ事件に関する勧告的意見に関して，サマーズ（James Summers）は，
先例とされなくても「その意見は将来の国際的領土統治の範囲を定める」こと
になり，後の共通の要素を持つ事例に影響する 16 として，同事例の影響力を
否定することはできないとする見解を示している。
Ⅱ　分離に関する国際法
2.1 分離権
勧告的意見は主権国家内部の少数者集団による所属国家からの分離に関する
国際法上の問題については検討しておらず，コソボ人民が分離権の主体かどう
かについては何も示していない。コソボの分離独立が承認される法的根拠につ
いては触れていない一方で，同意見はセルビア政府によるコソボ住民に対する
人権侵害，人道法違反，自治権の剥奪等に言及し，セルビア政府の行為により
コソボ住民の人権について深刻な侵害状況があることを示唆している。また同
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意見の手続過程においては，コソボのセルビアからの独立をコソボ人民の自決
権，集団が居住する領域の法的地位を集団自身の真正な意思にもとづいて自由
に決定するという意味での自決権，すなわち分離権の問題として捉える諸国が
あり，コソボ人民を自決権の主体として認めている諸国があり，国際法におい
て分離権が認められるかどうかについて議論されている 17。
コソボ及びコソボを国家承認した諸国の多くは，コソボのセルビアからの分
離独立の法的根拠として分離権を援用している。分離権の議論において常に
参照される友好関係原則宣言自決権原則第 7パラグラフ 18 の解釈については，
分離権を排除するとするもの（分離権否定説）と，分離権を排除していないと
するもの（分離権肯定説）がある。分離権肯定説によれば，同パラグラフは，
国家の領土保全が尊重されるための条件として，「自決原則に従い，人種，信
条又は皮膚の色による差別をせず，領域上のすべての人民を代表する政府が存
在すること」を国家が満たしていない場合には，集団の分離権が認められ，当
該国家の領土的現状は保護されないと解釈する 19。
分離権承認を理論づけた学説である救済的分離理論は，国家が自国の人民集
団に対して深刻な人権侵害を行ったとき，侵害された人権が救済されず，将来
も被害集団に対する深刻な人権侵害の再発を阻止するための国内制度を再構築
することができず，可能なすべての手段を尽くしても，分離独立をめぐる紛争
を解決して集団の分離独立を回避することができない場合には，被侵害者であ
る集団には所属国家からの分離独立が認められると論ずる 20。コソボの将来の
地位に関する事務総長特使報告書 21 は，交渉による解決の努力を尽くしたが
問題を解決できなかった経緯（para.16）について述べているが，この記述は
先の救済的分離の理論における分離権が承認されるための要件の一つと関連す
る。加えて同報告書はコソボのアルバニア民族とセルビア民族との敵対関係に
よって生じた断絶により国家としての再統合が不可能な状態になっていること
（para.6），コソボの独立は地域の平和と安定の危機的状態への最善の予防策に
なること（para.10）等についてもコソボ独立を唯一の選択肢とする理由とし
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て指摘している。勧告的意見手続過程でも以上のような分離権承認の要件につ
ながる要素に言及した諸国家の意見が多く見られる 22。また勧告的意見はコソ
ボにおける人道法違反の行為の存在，安保理決議 1244 採択以降，コソボ最終
的地位をめぐる交渉を通じて可能な解決手段が尽くされ，その後独立宣言が採
択された経緯に触れている 23。
2.2  領土保全
分離権の存在を否定する法的根拠として主張されるのは国家の領土保全であ
る。友好関係原則宣言第７パラグラフが規定する領土保全の解釈に関しては，
国家が「人種，信条又は皮膚の色による差別なくその領域に属する人民全体を
代表する政府を有する」という要件を満たしていない場合に，同国家の領土保
全は完全に保護され，同国家に属する集団に認められるのは人権の保護，自治
権の付与等，いわゆる内的自決が認められるという意味であり，集団の分離権，
いわゆる外的自決を認める意味ではないという見解と，他方国家が同要件を満
たしている場合には領土保全が保護されるが，満たしていない場合には同国家
の領土保全は保護されず，集団の分離権が認められるという見解とがある 24。
勧告的意見手続過程においても領土保全の意味に関する諸国家の見解は対立
している。セルビア支持諸国は，コソボの独立宣言はセルビアの主権及び領土
保全を侵害するので国際法違反であると主張する 25。セルビア，ロシア，中国，
スペイン等，セルビア支持諸国は国連決議，諸国家の実行等によれば，集団の
分離権を否定し，常に国家の主権及び領土保全を絶対的に保護してきたと主張
する。他方，コソボ支持諸国は，領土保全原則は国家間関係を規律するもので
あるため非国家主体である分離集団には適用されず，他のすべての国際法原則
に優先する原則ではなく，国家実行においても分離を排除する意味の原則とし
ては適用されていないと主張する。
勧告的意見はそのような領土保全に関する諸国家の主張の対立には触れず，
簡潔に「国連憲章 2条 4項，友好関係原則宣言及びヘルシンキ宣言の規定を考
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慮すれば，領土保全原則の範囲は国家間関係の分野に限定される」（para.80）
として，国際法主体ではないコソボ人民には適用されない，言い換えれば領土
保全は分離権に優先せず，集団の分離権を完全に排除して国家の領土的現状を
完全に維持するための原則ではないと判断した。確かにこの判断は論理的に正
当性があり 26，最近の法律家の領土保全原則に関する見解の趨勢を反映してい
る 27。しかし領土保全の意味に関する諸国家の解釈をそのまま反映しているだ
ろうか。分離権の承認を強力に阻止しようとする諸国が存在し 28，それらの諸
国が分離権の存在を否定する法的根拠は分離が領土保全原則に違反するという
ものである。
Ⅲ　アジアにおける少数者の権利
3.1 アジア諸国における民族的少数者問題
アジア地域では，非植民地化以後の事例として，マレーシアからのシンガポー
ル（1965 年）及びパキスタンからのバングラデシュ（1971 年）の分離独立を
経験している。以上２つの事例では，いずれも民族集団間の対立が所属国家か
らの分離独立の大きな要因になった。バングラデシュ独立以降も，アジア諸国
においては国内の民族集団をめぐる問題は多発しており，それらはいずれも容
易に国内紛争に発展し，当事国の不安定化及び地域的秩序の崩壊を引き起こ
す脅威となっている。ゆえに民族的少数者問題への対処の重要性は十分認識さ
れ，多数のアジア諸国が自由権規約委員会に提出する国家報告書においては，
国内の先住民族を含む少数者集団の状況について検討されている 29。
3.2 国際法における少数者の権利
少数者の権利保護に関しては，国連総会決議，民族的又は種族的，宗教的及
び言語的少数者に属する者の権利に関する宣言（少数者の権利宣言，1992 年
採択総会決議 47/135）がある。同決議は少数者の権利として，「文化的，宗教
的，社会的，経済的及び公的活動に効果的に参加する権利」（２条２項）及び「自
8
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己の属する少数者又は自己の居住する地域に関する全国的及び，適当な場合に
は，地域的段階での決定に，国の立法に反しない仕方で効果的に参加する権利」
（２条３項）を規定する。このような権利は少数者の自治権の構成要素とみる
ことができる。他方，同宣言は領土保全原則を含む国際連合の目的及び原則に
反する活動を許さないと規定しており（８条３項），少数者の分離権について
は否定を示唆する。同決議は法的拘束力はなく，1995 年に国連差別防止少数
者保護小委員会（現国連人権促進保護小委員会）の下に設置された少数者作業
部会が，拘束力のない勧告を関係政府に通告するにとどまり，諸国家に国内で
の少数者の権利保障を実施するために必要な実施制度は整備されていない。
普遍的包括的な少数者の権利保護制度は未整備の状況であるが，欧州におい
ては地域的少数者保護基準が形成されてきている。ただし参加国に拘束力ある
少数者の権利保障義務と国際的査察制度を備えているのは欧州評議会によって
採択された欧州民族的少数者保護枠組条約のみである。同地域においては欧州
評議会，OSCE等の地域的国際機構において，そして欧州人権条約等の地域
的人権条約の実施システムを通じて民族的少数者集団の権利に関する具体的な
保護基準及び規範形成が進められる過程で，また旧ソ連及び旧ユーゴスラヴィ
アの連邦解体に伴う新国家の独立宣言に共同して対応する過程で，自決権の具
体的な意味に関して言及され，また民族的少数者の自治制度の具体的内容が明
らかにされてきた 30。
3.3 アジア地域の国際文書における分離権
翻ってアジア地域では地域的少数者保護制度は制定されておらず，地域的国
際機構も未成立のため，民族的少数者の権利についても，また自決権の具体的
な意味内容についてもアジア諸国による捉え方が明示される機会はほとんどな
い。唯一 1979 年，ベトナム軍によるカンボジア侵攻の事態に関し，「民族自決
権を行使するにあたり，外部勢力からの干渉もしくは影響を受けることなく，
自らの手で自身の将来を決定出来るというカンボジア国民の権利を支持する」
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というＡＳＥＡＮ外相会議共同コミュニケを発表した例があるだけである 31。
同声明では一体としてのカンボジア国民全体が自決権の主体すなわち単位とし
て捉えられている。同声明全体としては内政不干渉，独立，国家主権及び領土
保全の維持が強調されている。この点から見ればカンボジア国家に属する住民
集団は自決権の単位とはみなしていないと捉えることができる。1993 年，人
権に関するアジア諸国地域会議で採択されたバンコク宣言 32 でも，内政不干
渉原則，領土保全の堅持を強調し（パラグラフ５），自決権の適用に関しては
外国支配，植民地支配及び外国の占領下にある人民に限定し，領土保全，国
家主権及び政治的独立を棄損するために利用してはならない（パラグラフ 13）
と明記することにより，主権国家に所属する集団による分離独立の要求に対し
てははっきりと拒絶する姿勢を示している。
コソボ事件勧告的意見，コソボの分離独立及び 108 カ国がコソボの独立を承
認したという国際社会の対応について，アジア地域の諸国及び分離集団はどの
ように捉え，どのように影響するのか。本稿では，分離権について法的に検討
する場合に参照される文書である友好関係原則宣言自決権原則第 7パラグラフ
をはじめとする国連決議，コソボの地位に関する和平プロセス関連文書，勧告
的意見手続過程での議論，勧告的意見，そして救済的分離理論に関する文献等
にもとづいて，集団への差別待遇をはじめとする自由権及び社会権に関する人
権侵害，その他の深刻な人権侵害，重大な人道的状況，集団の代表権，集団の
自治権，領土保全原則の意味の捉え方，人権侵害救済手段の実施状況等の視点
からアジア地域における分離問題を検討する。以上の視点からアジア地域の分
離集団の状況及び関係国の分離運動への対応を概観し，その事例研究を手掛か
りにアジア諸国における分離権の捉え方，コソボ分離独立の影響について考察
したい 33。以下，アジア地域における分離紛争の事例を検討する。
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Ⅳ　アジアにおける分離問題
4. １　中国
4.1.1　分離権及び領土保全
自決権及び領土保全原則の意味内容に関して中国は，折に触れ，国家の領土
保全はいかなる場合にも最優先され，自決権が所属国家からの分離独立を意味
することはないと一貫して主張している。国連中国次席代表（Wang Min）に
よる人権委員会での以下の発言はその一例である。
自決権は殊に，外国の侵略または干渉への対抗を必要とし，すべての国
家の人民は自由にその政治的社会システム及び発展モデルを選択すること
ができるように，国家主権，独立及び領土保全を保護するものである。自
決権は国家が適正に行動し領域内のすべての人民を代表する政府を有する
限り主権独立国家の領土保全，政治的統一の棄損または侵害をするいかな
る行為も承認しまたは奨励するものと解釈しえない。近年，自決原則の促
進という口実の下で主権国家の分断を支持し，意図的に国連憲章及び国際
法の基本原則を破っているものがいる。途上国の多くはそのような分離活
動の犠牲になっており，国連は断固としてそのような動きに対処すべきで
ある 34。
中国はコソボ一方的独立宣言問題に関する勧告的意見手続きにおいて，初め
て陳述書，口頭陳述により国際司法裁判所訴訟手続きに参加した。中国はここ
でも領土保全原則及び主権を自決権のような他の国際法原則よりも優先する立
場を堅持している 35。またコソボ問題をセルビアの国内問題とみなして不干渉
原則にもとづく他国のコソボへの関与に反対し，既存国家の集団には外的自決
の権利は認められないとしてコソボ独立宣言を国際法違反と主張した 36。 
4.1.2　民族的少数者政策
4.1.2.1　民族区域自治制度
中国の民族的少数者数は１億 0643 万人，全人口の 8.41％（2000 年第５回全
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国人口調査）ではあるが，その居住地域は中国領土の 64.3％に相当する。国家
統一を政治政策における最重要課題とする中国にとって，民族的少数者の国家
への統合のための政策は非常に重要な意味を持つ 37。実際，自治制度は中国が
基本政策とする国家統一に向けて国内の民族的少数者を国民として一体化する
ための政策の主柱となってきた 38。
1949 年以前，中国共産党は民族自決を認める連邦制国家とすることを検討
していたが，国家分裂の恐れのある民族自決は否定し，分離独立権を含まない
自治権を各民族に与える制度とすることを決定し 39，1952 年，民族区域自治
実施綱要が採択された 40。多数民族である漢民族の外に，公的に 55 の民族的
少数者集団が承認され，そのうち 44 集団が民族を主体とする自治地域を有し，
民族的少数者の 71％がいずれかの自治地域に居住する 41。
4.1.2.2  チベット自治区
チベット民族人口は，公式には 570 万人とされ，そのうち 240 万人余りがチ
ベット自治区に居住し，300 万人は隣接する青海省，四川省等の地域に居住す
る42。チベット自治区の総人口は261万6300人である（2000年第5回国勢調査）。
同自治区の人口の中で，チベット族が人口の 92.2％（241 万 1100 人）であり，
漢族が 5.9％（15 万 5300 人），その他の少数民族が 1.9％（4万 9900 人）となっ
ている 43。
チベットが近代史において独立国の地位にあったかどうかについては議論が
ある。中国政府によれば，チベットは 13 世紀中葉以降，一貫して常に中央政
権の管轄下にあり中国の領土の一部であったとする 44 が，チベットはこの主張
を否定する 45。他方，英国は英中条約（1906 年），及び英露条約（1907 年）に
おいて「中国がチベットの宗主権を有する」ことを確認している。1914 年，中国，
チベット及び英国が参加したシムラ会議において，「中国政府はチベットにお
ける中国の宗主権を承認し，また外部チベットの自治を承認し，その領土保全
を尊重し，その統治への介入を差し控える」（シムラ条約第２条）ことに合意し，
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チベットは中国を宗主国とする附庸国の地位に置かれた 46。実際，1911 年から
1950年の期間，チベットの外交権は中国が行使しており，諸国家は中国のチベッ
トにおける宗主権を認め，チベットの独立は承認していない 47。
1949 年，チベットは再度独立を宣言したが，共産党政権は独立を否定し，
1951 年，両者間で中央人民政府とチベット地方政府のチベット平和解放に関
する協約（17 か条）48 を合意した 49。17 か条によりチベット全土は中華人民共
和国に統合され，チベットは歴史上初めて同領域における中国の主権を認めた。
ただし 17 か条は，チベット人民による民族区域自治権（第３条），チベットの
現行政治制度の維持，ダライ・ラマによるチベットの統治権（第４条）及びチ
ベット人民の宗教，信仰の自由（第７条）を認めていた。
4.1.2.3　新疆ウイグル自治区　
新疆ウイグル自治区 50 の人口は 1925 万人，少数民族人口は 1096 万 4900 人
で 59.39％を占め，そのうちウイグル民族は 960 万人（45％），漢民族は 749 万
7700 人（41％）である（2000 年第 5回国勢調査）。清朝崩壊後，新疆領域にお
いては２度，東トルキスタン共和国独立が宣言された。第 1次東トルキスタン
共和国（1933 年～ 1934 年）（東トルキスタン西南部のタリム盆地カシュガル
を中心とする）がソ連軍によって壊滅され，1944 年，「東トルキスタン共和国」
（東トルキスタン北部のイリ・タルバガタイ・アルタイの三区を拠点とした第
2次東トルキスタン共和国）が成立した。後者の東トルキスタン共和国（三区）
は，1949 年 10 月に中国共産党の統治下となるまで，中華民国とは別個の政治
的・経済的に独立した実体として存在し 52，国民党政府との間で，1946 年 1 月，
「11 ヶ条の和平協定」を締結し，同協定において一定の自治を約束した。これ
には州副議長は三区のうちの１つから選出すること，中等教育の指導言語は民
族語によること，出版，集会，表現の自由を保障すること等が含まれた。しか
し中国が同合意を履行することはなかった。1949 年，東トルキスタンはヤル
タ会談の際に行われたソ連と国民党との密約をはじめとする国際情勢の中で消
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滅し，中華人民共和国に統合されたが，この東トルキスタン共和国はその後の
ウイグル民族の分離独立運動の拠り所となった。
中国共産党は人民解放軍進駐のもとで 1955 年，新疆ウイグル自治区を設置
し，自治区政府主席にウイグル族，副主席に漢族，ウイグル族，カザフ族から
各１名を選出した 53。2004 年，海外で活動するウイグル民族集団は東トルキ
スタン共和国亡命政府設立を米国バージニア州で宣言した 54。
4.1.2.4　自治に関する法制度
中華人民共和国憲法（1954 年）は民族区域自治実施綱要に沿って民族的少
数者の自治制度を規定するが，民族的少数者による自治行政が限定的ながら実
施されるのは，1984 年，民族区域自治法の制定以後である。憲法は今日まで
に７回の改正を経たが，多民族国家を前提とはしながら「統一した多民族国家」
であるとして統一国家を強調し 55，同時にすべての民族の平等，少数民族の自
治権，民族の言語使用及び風俗習慣の自由を明記する（第４条）。
文化大革命期間は民族的少数者の自治は否定されたが，1970 年代末から
1980 年代末まで，文革批判の中で民族的少数者の権利回復及びそのための融
和策が試みられ，1982 年憲法において自治区政府に当該領域内の事項に関す
る立法権が付与され（100 条）56，同条に基づき，民族区域自治法が制定された。
ただし憲法はあくまでも国家の権利を優先し（115 条），民族の団結を破壊し，
又は民族の分裂を引き起こす行為を禁止している（４条１項）。
民族区域自治法は，北京政府の統治権と中国の領土保全を再確認する一方で，
自治権に関して以下のような具体的な内容を明示する。自治体政府に６つの自
治権－独自の条例を制定する立法権，自治体財政の自主管理権，自治体経済活
動の自主管理権，自治区域の教育・科学・文化・衛生・スポーツ事業の自主管
理権，国家の許可のもとで地方公安部隊を組織する権利―を認める 57。自治区
には財政的権限が認められ，民族自治地方に属する財政収入は，いずれも民族
自治地方の自治機関によって自主的に配分，使用及び管理される（33 － 35 条）。
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民族的少数者への融和策として意図された区域自治法であったが，施行後，
チベット及び新疆においては独立運動が活発化したことを受け，2001 年，区
域自治法が改正された 58。同改正により中央政府による権力集中は高まり，自
治権のうちことに政治的権利は削減され，自治区としての特別の地位の多くは
廃止された 59。同改正により，民族自治地方の区域境界線は抹消あるいは合併
などの変更ができないことが明記され（14 条２項）60，自治権の主体は民族で
はなく民族自治区域となり，すなわち人民集団よりも領域を主体とする制度に
変更された 61。他方，民族自治区に資源の所有権と使用権，優先開発権などを
保障し，天然資源を輸出する場合に一定の利益補償を与えることが規定された
（65 条）。しかし区域自治法を実施する手続法が存在せず，実際には自治区の
民族的少数者への利益配分はなされていない 62。
以上のような自治制度を通じて民族的少数者の権利が保障されているとみる
のは難しい。以下，中国の自治制度における具体的な問題点を探る。
4.1.3　自治制度の問題点
4.1.3.1　立法権
民族区域自治法は民族自治区の人民代表大会（人代）の立法権の範囲につい
て，一般の地方人代よりも広く，自治条例及び単行条例の制定という特別の立
法権を認めている 63。自治区人代は「憲法，法律及び行政法規に抵触しない」（憲
法 100 条）という制限内ではあるが，法律あるいは行政法規を現地民族の特徴
に応じて，一定程度，自治区域に適応させた規定を設けることができる。憲法
100 条に従い，法律，行政法規の基本原則に違反してはならず，憲法，民族区
域自治法，民族自治地方に関するその他の法律，行政法規の規定に関しては，
民族自治区による改正はできない 64。民族区域自治法によれば，そのような法
の変更は全国人民代表大会（全人代）常務委員会に報告し，承認を得る手続き
が必要である。
民族自治区に真正な自治を付与するための法制度改革には，国内法の基本的
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な改正が必要である。しかし自治区人代が制定する法は形式的なもので，自治
地域には上部政府の法を変更する権限はない 65。ゆえにそのような改正は不可
能とされている 66。
4.1.3.2　司法権
北京政府においては司法機関及び検察機関はともに全人代に対し責任を負
い，その監督を受ける 67。同様に地方自治区においても司法府の独立はなく，
共産党が司法府に支部を置き，裁判官及び検事の人事権を掌握することを通じ
て，共産党のもとに自治区の司法機関は従属している 68。また裁判所規則によ
れば，地方裁判所所長は共産党地方代表大会において任命または解任され，裁
判長及び裁判官は地方代表大会委員会において任命または解任される。この制
度により裁判所は地方政府にも従属している。
現行法制度においては自治権に関する紛争を裁判を通じて解決する可能性は
ない 69。1999 年憲法はルール・オブ・ローを明記している（5条）が，その実
施のための手続法は整備されていない 70。
4.1.3.3　行政権
民族区域自治法の法制度上の不備としては，以下の点が指摘されている。地
方行政権の付与に関する具体的な規定がなく 71，従って地方政府の権限に関し
ては法的に不明確である。自治区に限定される権限と一般的にすべての行政区
が行使する権限との識別も，また自治地域の内部事項を扱うときと自治機関が
国の行政権の代替権限を行使するときとの自治権の機能の識別もできない 72。
執行権や解釈権を持つ機関がどこであるかが明示されていない。自治の主体は
自治区域の住民ではなく，自治地方政府である。
実際には北京政府に属する漢民族共産党書記がその権限を独占的に行使する
ことにより，北京政府が少数民族居住地域を統治する仕組みになっている。自
治制度の運用は共産党による支配体制の下にあり，民族自治区においても少数
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の共産党指導者で構成される集団に権力が独占されている。共産党中央委員会
は高度に中央集権的であり，民族的少数者が居住する民族自治区で真の自治を
実施するための権限分与はほとんどない 73。
民族自治区の最高政治機関は北京に本拠を置く中国共産党全国代表大会の各
民族部会であるが，同大会党員により構成され，すべての重要な人事権，自治
区人代の間接選挙を管理する 74。また各自治区の政策決定最高責任者は自治区
共産党書記であるが，常に漢民族が任命されている。民族的少数者出身の民族
自治区幹部は民族の代表として自治機関の長に選ばれるが，実質的に所属民族
集団の利益を代表することはできない。 実際，中央政府が共産党幹部を通じて
民族自治区に権力を行使して，言語，宗教，経済，政治領域を支配している 75。
上級政府が法を超越する形で権限を行使することがあるが，その抑制手段はな
い 76。
以上のように，自治区行政は共産党が少数者及び自治を含む国家の全事項を
完全に統括している状態が続いている 77。民族的少数者の熱望をかなえる真の
自治が実施されるためには，自治権を規定する法だけではなく，前提条件とし
て中央政府と民族的少数者との間の対話のための制度，問題を定義するメカニ
ズム，民族的少数者をめぐる紛争解決のための交渉または裁判手続きを整備す
ることが必要とされる 78 が，いずれも存在しない。
4.1.3.4　代表権
4.1.3.4.1　立法府
国の最高立法機関である全人代及び民族自治区立法機関の自治区人代に関し
ては，表面的，形式的には民族的少数者の代表権が認められているように見え
る。しかし中央政府及び自治区における民族的少数者に関する政策決定過程に
おいて，民族的少数者自身の意思が反映される仕組みにはなっていない 79。
全人代における代表者 2987 人（第 12 期全人代）は，地域代表制の原則に基
づいて全国の省・自治区・直轄市及び軍隊から選出されており，また全人代常
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務委員会副委員長としてチベット民族，ウイグル民族代表各 1人が選出されて
いる 80。自治区代表の議席数は全人代常務委員会が配分する 81 が，少数民族代
表は全体で 409 人（全体の 13.69％）で，全人口に占める民族的少数者の割合
（8.4％）よりも 5.3％高い。
チベット自治区（人口 300 万 2166 人）代表者数は 21 人で，人口 1000 万人
あたり 66.62 人を選出していることになり，人口当たりの議員数が突出してい
る。そのうちチベット民族は 12 人（自治区代表の 57％）で，人口に占める割合
（94.1％）を大きく下回り，漢民族 7人（代表の 33％）の代表権が優遇されて
いる 82。新疆ウイグル自治区（人口 2181 万 3334 人）代表者数は 60 人で，人口
1000 万人あたり 27.51 人を選出しているので，全国平均を上回る。そのうちウ
イグル民族は 24 人（代表の 40％），人口に占める割合（46.1％）を下回り，漢
民族代表の 22 人（代表の 36.6％）は人口に占める割合（39.3％）を上回る 83。
自治区の人代においては，常務委員会主任，副主任，自治区主席，自治州長
または自治県長として民族的少数者が選任される。チベット自治区の人代定員
は 437 人，うちチベット民族は 318 人（72.8％）で人口に占める割合 94.1％よ
りも大きく下回り，漢民族は 109 人（24.9％）で人口に占める割合 6.2％を上
回る 84。同人代には中央政府から派遣されたチベット非居住の漢民族議員が含
まれ，また解放軍枠として 43 人配分されており，解放軍枠のうち 25 人が漢民
族である 85。新疆ウイグル自治区人代定員は 546 人，その内，民族的少数者議
員は 333 人（61％）で，人口に占める割合 59.4％よりも 1.6％上回り，漢族議
員は 188 人（34.4％）で，漢民族の人口比 40.6％よりも 6.2％下回る。解放軍
枠代表 25 人には漢民族が多く含まれる 86。
民族自治区人代の選挙に関しては共産党が立候補者を管理し，候補者リスト
は共産党の意思を常に反映して作成され，1979 年選挙法制定以降も，大きな
変化はない 87。欧州議会は 2013 年，ウイグル族と回族住民に関し，適正な政
治的代表権を否定する政策を実施しているとして中国政府を非難している 88。
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4.1.3.4.2　行政府
行政府における民族的少数者職員数に関しては全体としては増加がみられ，
1957 年（40 万人）に比較して 1989 年には 4.6 倍（184 万人，全職員の６％）
に増加し，共産党中央委員会構成員については，1976 年には 333 人中 16 人
（５％）から，1987 年には 285 人中 32 人（11％）に増加した 89。チベット自
治区政府職員に関しては，1990 年にはその 40％，幹部の 60 － 70％，共産党
員の 22％がチベット民族であったが，2003 年にはチベット民族は自治区職員
の 50％以下に低下した 90。確かに自治区の行政機関職員に民族的少数者が含
まれるが，民族自治区の政策決定過程において民族的少数者の集団としての意
思を反映するのに十分な権限は持たず，地方行政における実質的権限を行使す
る地位にはない場合がほとんどである。
4.1.4　人権侵害
4.1.4.1　市民的政治的権利
中国は市民的政治的権利に関する国際規約（自由権規約）に署名したが批准
していないため，同規約が規定する国家の義務に拘束されない。憲法及び区域
自治法施行には少数者の権利保護に関するいかなる具体的な規定もない 91。し
かし「すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準」であり，慣習国
際法までに発展したとされる世界人権宣言は，差別禁止の原則（世界人権宣言
第２条），生命，身体の自由（同 3条），拷問又は非人道的な刑罰を受けない権
利（5条），恣意的逮捕，拘禁の禁止（9条），集会，結社の自由，適正手続に
関する規則，公正な裁判を受ける権利（10 条），罪刑法定主義の原則（11 条），
思想，良心及び宗教の自由（18 条），表現の自由（19 条），集会及び結社の自由（20
条）等の基本的人権を規定している。中国はチベット民族及びウイグル民族に
関するこれらの権利を保障しているとみることはできない。
チベットにおいては解放軍が駐留を開始する 1951 年以降，表現，結社の自
由の抑圧，財産はく奪，強制労働等が行われ 92，新疆においては 1949 年以降，
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ウイグル民族に対する自由権侵害が行われている 93。中国政府は民族的少数者
による平和的な抗議運動に対して，恣意的逮捕，拘束，不当な裁判，裁判によ
らない殺害，拷問，即決処刑（summary execution）等を含む手段により，厳
しく取り締まっている 94。新疆の抗議運動に関し，バリン郷事件（1990 年）95
では，6000名が「反革命罪」で訴追された。グルジャ（Ghulja/イリ）暴動（1997年）
では，数千人のウイグル民族の若者が労働改造所（労改）に送られた 96。2001
－ 2005 年の間，数千人のウイグル民族が不当に逮捕拘束された 97。
宗教の自由に関しても重大な侵害がある。チベット自治区及び新疆ウイグル
自治区の民族的少数者集団 98 は，チベット仏教及びイスラム教と文化的にも
社会的にも深く結びつき，また宗教によってこれらの民族的少数者はその結束
を強めている 99。中国共産党は宗教を社会発展の障害であり，かつ社会主義社
会建設の前提とされる国民統合の障害とみなし，政権樹立以降，継続的に宗教
活動を規制してきた 100。宗教活動について憲法は「国家は，正常な（正常的）
宗教活動を保護する。何人も，宗教を利用して，社会秩序を破壊し，公民の身
体・健康を損ない，又は国家の教育制度を妨害する活動を行ってはならない」
（36 条３項 3）と規定する。ただし「正常な宗教活動」については定義がなく，
宗教の自由の保護については，政府が恣意的に判断しうる。すべての宗教的施
設及び宗教活動は国家宗教局の監督の下にあり，国内法は国家宗教局がすべて
の宗教家を登録し，宗教儀式，布教活動，説教，移動，見習僧の教育等を規制
し，違反する場合には処罰される 101。文化大革命期及び 1990 年代中期の宗教
政策においては，暴力手段を用いた宗教活動に対する弾圧を行い 102，2005 年，
宗教事項に関する規則の制定により規制を強化した 103。
言語に関しても，宗教とともにアイデンティティの中心的要素であるとの価
値観を民族的少数者は有している 104 が，政府はチベット文化及びウイグル文
化の繁栄は中国の政治的安定及び発展にとって脅威とみなし 105，中国語（漢語）
以外の民族語の使用を制限している 106。
チベットにおける人権侵害に関し，国連総会は 3つの決議を採択した。1959
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年には，「チベット人民の基本的人権尊重と個別の文化的，宗教的生活の尊重
を要請」し（総会決議 1353（XIV））107，1961 年には，チベット人民の自決権
を含む基本的人権及び自由をはく奪する行為を停止するよう厳粛に繰り返し
（総会決議 1723（XVI））108，1965 年にも，同内容の決議が採択されている（総
会決議 2079（XX））109。1991 年，差別禁止及び少数者の保護小委員会の恣意
的拘禁に関する作業グループが決議において，チベット人民の固有の文化的，
宗教的及び民族的アイデンティティを脅威にさらす基本的人権と自由の侵害の
継続に関する報告に懸念を表明し，中国政府にチベット人民の基本的権利及
び自由の完全な尊重を要請した 110。また恣意的拘禁に関する作業グループは，
1991 年―1994 年の期間，子供を含む 1000 人以上に対する不当逮捕，恣意的拘
禁，強制失踪，拷問，強制労働等の侵害行為について報告している 111。
2008 年，拷問禁止委員会において，チベット及びウイグル民族に対する中
国政府による「長期にわたる拷問，殴打，足枷その他虐待」行為が報告され
た 112。2009 年，国連人権高等弁務官は中国当局に対し，逮捕者に対して国際
的人権基準及び規範に従った適正手続を付与するよう要請し 113，国連人種差
別撤廃委員会（CERD）も同様に，ウイグル民族など中国の民族的少数者に対
する差別に関して懸念を表明した 114。2010 年，人権理事会において，拷問そ
の他残酷，非人道的または品位を傷つける待遇または処罰に関する特別報告者
及び少数者問題に関する独立専門家（Gay McDougall）の報告書が提出され，
分離主義者と疑われた民族集団，ことにチベット民族及びウイグル民族は，し
ばしば国家の安全を危険にさらす政治犯として起訴され，逮捕され，拷問を受
ける恐れがあるばかりでなく，また労改の下で再教育されることがあり，また
ウイグル民族反政府運動者に対する過剰な武力行使，ウイグル民族の勾留増加
等に関する懸念が示された 115。
国連人権高等弁務官は，「表現，結社及び宗教の自由という基本的人権の行
使を求めるチベット人に対する暴力，拘留，非自発的失踪」問題について中国
当局と意見交換し，中国政府に人権尊重を繰り返し要請している 116。国連人
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権理事会は中国のチベット民族に対する差別的待遇の政策と法（2012 年），宗
教と信条の自由の侵害に関する文書（2013 年）等において，政府による民族
的少数者に対する制度的組織的人権侵害の詳細を公表している 117。人権高等
弁務官も同様に，チベット民族に対する人権侵害を問題としている118。2013年，
欧州議会はウイグル族と回族住民への人権侵害，適正な政治的代表権と文化的
自決を否定する政策を非難する決議を採択した 119。米国及び欧州議会はチベッ
トにおいて拘束されているすべての政治犯を釈放するよう中国政府に働きかけ
ている 120。国際人権 NGOは，中国政府がテロ及び分離運動への対策のためと
主張するウイグル民族の文化及び宗教活動の弾圧について，そのような主張は
正当性を欠くとみなしている 121。
4.1.4.2　経済的社会的文化的権利
中国は経済的・社会的及び文化的権利に関する国際規約を 2001 年に批准し
ている。1990 年代中期からチベット及び新疆自治区には高率の政府補助金を支
給してきたが，補助金の配分は民族的少数者居住地域よりも漢民族が多い区域
が優先され，民族的少数者への恩恵とはなっていない 122。チベット民族及びウ
イグル民族はともに国レベル及び自治区レベルにおける政策決定過程にその意
思を十分反映することができず，民族的少数者の権利を保護するための政策は
実施されることがなく，経済成長の利益，教育の機会から排除されている 123。
チベット自治区及び新疆ウイグル自治区における発展状況を中国の他
の行政区との比較でみれば，UNDP調査における人間開発指数（human 
development index/HDI）はすべて，地域別比較では低レベルを示しており，
2013 年調査では，チベット民族自治区が 0.569，新疆が 0.667 となり，いずれ
も全国平均 0.693 を下回る 124。平均余命はチベット自治区 68.17 歳，新疆ウイ
グル自治区 72.35 歳で，この指数も中国全体の平均値 74.83 歳を下回る。省別
経済成長率比較では，チベット自治区は 29 位，新疆ウイグル自治区は 31 位（最
下位）である 125。
22
－23 （　）－
教育レベルの低さは貧困の継続の主要原因とされる。就学率に関して人
口 10 万人当たり小学校卒業者については，チベット自治区 36,589 人，新疆
30,075 人，全国平均 26,779 人，中学校卒業者についてはチベット自治区で
12,850 人，新疆では 36,096 人，全国平均 38,788 人となっており，両自治区で
は約半数が小学校及び中学校で教育を終える。高校卒業者については，チベッ
ト自治区で 4,364 人，新疆では 11,582 人，全国平均 14,032 人，短大以上卒業
者チベット自治区で 5,507 人，新疆では 10,635 人，全国平均 8,930 人となって
いる。政府は少数民族優遇策の一つとして，民族的少数者が大学教育を受ける
機会を得られるよう支援しているとされるが，チベットでの高校及び大学進学
者数は全国平均を下回る 126。人口あたりの医師，病院数，基礎年金，基礎医
療保険参加率等の指標も，省別比較において両自治区は超低レベルになってい
る 127。
中国政府によるウイグル民族に対する雇用における差別待遇についても報告
されている。米国議会中国問題執行委員会（US CECC）の調査によれば，政
府機関，国営企業，民間企業において雇用差別が行われ，これには中国政府が
関連しているとされる 128。2005 年 5 月，国連の経済的，社会的，文化的権利
に関する国際規約委員会（CESCR）は，中国の少数民族に対する差別について，
特に雇用，保健，教育，文化及び適切な生活水準に関して懸念を表明した 129。
欧州議会は 1987 年以降，チベット族及びウイグル族に関する政策がかれらの
自決を否定しているとして非難し 130，宗教的自由及び文化的自治を尊重する
よう促している。
4.1.4.3　深刻な人権侵害
チベットにおいては人民解放軍の駐留を契機にチベット民族に対する大量虐
殺が行われ，文化大革命までに約 9万人が難民となった 131。これらの人権侵
害に関し，前述のように，国連総会は決議1353（XIV）（1959年），1723（XVI）（1961
年）及び 2079（XX）（1965 年）において，チベット人民の基本的人権の尊重
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を中国政府に要請する決議を採択した。これらのうち総会決議 1723（XVI）
及び総会決議 2079（XX）については，「チベット人民の自決権」に言及して
いる 132。その後チベットでは 1989 年３月，戒厳令が発令されて以降，多数の
宗教関係者の殺害を含め，抗議運動鎮圧を目的とする中国政府による過剰な武
力行使は強まっている。例えば，2008 年３月 10 日及び 2009 年１月に発生し
た大規模な抗議運動に関しては，中国治安部隊による発砲，拷問等で 218 人が
死亡した 133。
新疆では中国への統合以降，断続的に自治権拡大及び分離独立運動が発生し，
1980 年代からは運動はテロ活動を伴って過激化している 134 が，これらの活動
に対する過剰な武力を用いた鎮圧作戦が強行されている 135。新疆では鎮圧行
為により，2001 － 2005 年，36 万人が死亡したとされる 136。
このような過剰な武力行使を伴う分離運動への対抗措置について，中国政府
は対テロ戦争の一環であり国際社会の対応と協調するものであると主張してい
る 137。しかし国際機構は民族的少数者の活動に対する武力行使の正当性を認
めていない。2003 年，国連人権委員会人権促進小委員会民族的少数者作業部
会は，中国政府の過剰な武力行使を問題にした 138。2009 年，国連人権高等弁
務官は中国当局に対し，殺人兵器の使用は，人命を保護するために不可避の
場合以外には極力抑制すべきであり，平和的デモ参加者に対する過度の武力
行使を停止するよう要請し 139，また国連事務総長は市民の生命と安全の保護
に最善の配慮と必要な手段をとる 140 よう要請した。人権理事会は新疆ウイグ
ル自治区におけるウイグル民族の人権侵害の窮状について議論し，中国当局に
市民に対する殺人兵器使用の抑制，人権侵害の停止を要請した。拷問その他の
残虐な，非人道的なまたは品位を傷つける待遇または処罰に関する特別報告者
及び少数者問題に関する人権理事会独立専門家（Gay McDougall）の報告書は，
ウイグル民族反政府運動者に対する過剰な武力行使を問題としている 141。国
際人権 NGOは民族的少数者に対する過剰な武力の使用による人権弾圧をジェ
ノサイドとみなして非難している 142。
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強制移動政策については，ヒューマン・ライツ・ウォッチによれば，2006
年以降，200 万人以上のチベット民族及び数 10 万人の遊牧生活をしていた民
族的少数者が，チベット高原から強制的に新社会主義村への定住を強いられ
ている 143。新疆では 2006 年だけで計 24 万人の 16 歳から 25 歳までのウイグ
ル族女性が，中国当局により都市部に強制移動され，過酷な労働条件と低賃金
で働かされ 144，新疆の約 37％の遊牧民及び酪農家（その多くはカザフ族及び
キルギス族）を移住させる計画が進行している 145。2013 年，欧州議会は強制
移住と社会的疎外政策（social marginalization）の停止を中国政府に要請し，
ウイグル族と回族住民への人権侵害及び適正な政治的代表権と文化的自決の否
定を非難する決議を採択した 146。
4.1.5　最終的手段
前述のように救済的分離理論では，主権国家内部の一部集団の分離権が認め
られるための要件の一つとして，侵害された人権を救済し，紛争を解決して集
団の分離独立を回避するために，すべての可能な手段を尽くしており，最終的
手段として所属国家から分離独立する以外には救済手段が残されていないこと
が必要とされる。米国をはじめとする諸国はチベット及びウイグル民族の自治
権確立及び人権擁護を支持するが，「チベットは中国の一部であり，チベット
の独立は支持しない」とする立場を強調しており，中国からの分離独立は支持
していない 147。チベット民族，ウイグル民族及び中国政府は，これらの民族
の侵害された人権回復のために，可能なあらゆる平和的救済手段を尽くしてい
るだろうか。
チベット民族の自決権をめぐる問題に関して，中国政府はダライ・ラマを通
じて断続的ながら交渉を繰り替えし，両当事者間で解決に向けた努力が続けら
れてきた。チベットは当初，独立回復を主張していたが，1979 年，中国政府
との交渉を開始し，1980 年代，中国政府（鄧小平）とチベット亡命政権（ダ
ライ・ラマ）との対話再開後，ダライ・ラマは完全な政治的独立の主張を撤回
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し，「民主的な自治政府の樹立を求めるが，中国が外交，防衛に責任を持つこ
とも認める」148 と，自治権拡大による問題解決を表明した。このようにチベッ
トは分離独立の代替案として中国内部における高度の自治確立により妥協する
姿勢を示し 149，2002 年以降，チベットの地位に関する妥協案をめぐり９回に
わたり交渉を重ねた。
しかし中国にとってチベットの要求する自治権の内容は，中国の法制度の下
で許容される自治の範囲を大幅に逸脱するものであり，形を変えた独立の主張
であり，チベットは中国領土の不可分の一部であるとして，中国はチベット提
案を拒否し，合意には達することができず膠着状態である。中国政府とチベッ
トとの直接対話が行き詰まる一方で，チベット青年会議を中心とする集団はあ
くまでもチベット独立を主張している。中国政府は民族的宗教的運動を国家反
逆罪及びテロ行為とみなし 150，分離運動当事者をテロリストとみなして，武
力を用いた鎮圧政策によって対処している。チベット青年会議について，中国
公安部はテロ組織と指定した 151。
ウイグル民族集団には，ダライ・ラマのような絶大な権威とカリスマ性を有
する宗教的政治的指導者が現れていない。ウイグル民族の自決権を主張する集
団は中国内及び国外に多数存在するが，その具体的要求については統一性がな
く，自治権の確立を主張するものも，東トルキスタン独立を主張するものも
ある 152。その一部は 1996 年，解放闘争を宣言し，テロ活動に及んでいる 153。
2003 年 12 月，中国公安部は東トルキスタン・イスラム運動（East Turkistan 
Islamic Movement /ETIM），ETLO，世界ウイグル青年代表大会及び東トル
キスタン情報センターの４ 組織をテロ組織，その指導者をテロリストと指定
した。
中国政府は民族集団の分離運動に対して，国内での鎮圧政策と並行して関係
諸国と提携して壊滅する政策も進めている。この政策は 2001 年，法制度とし
ても整備された。テロ攻撃を伴う民族的少数者の運動に関係国と共同して対処
するため，1996 年，中国はロシア，カザフスタン，キルギスタン，タジキス
26
－27 （　）－
タン（上海ファイブ）の 5か国首脳会議において，共通する国際テロ，分離運動，
過激な宗教団体等の問題解決のために協力することに合意し，その後 2001 年
10 月，ウズベキスタンの参加により結成された上海協力機構 154 において，「テ
ロリズム，分裂主義，過激主義に反対する上海協定」155 を締結し，そして国際
条約である「テロリストによる爆弾使用の防止に関する国際条約（爆弾テロ防
止条約）」を批准した。同年，刑法を改正し，テロ組織の結成，指導及び積極
的参加については，これまでの 10 年以下の懲役から 10 年もしくは無期懲役に
変更し，テロ活動を実行した個人は，5 年以下の懲役，かつ罰金を併科すると
して罰則を強化した 156。
中国政府は分離運動に対する対抗措置として，人民軍及び武装警察を動員
して，均衡を失する過度の武力を行使した制圧作戦を実施している。しかし
この政策は現実には紛争を悪化させ，無力さからくる分離集団の挫折感が武
力紛争の危険を高めることにつながり，ことに新疆ではテロ攻撃を多発させ
ている157。2003年，国連人権委員会人権促進小委員会民族的少数者作業部会は，
中国内におけるウイグル分離をめぐる一連の紛争から内戦に発展する危険性を
指摘した 158。武力も辞さない強硬策は，若い世代をも含む多くのチベット及
びウイグル民族の疎外感や孤立感を増幅させて民族的憎悪や政治的絶望をさら
に深めるだけでなく，侵害された権利の救済を果たすためには，分離独立以外
の選択肢はありえないという考えを植えつけている 159。武力による鎮圧手段
が強化される一方で，チベット民族及びウイグル民族の侵害された人権への有
効な救済政策は示されていないということができる。
ところで中国政府は懐柔策として，1990 年代中期から西部大開発をはじめ
とする経済政策やチベット及び新疆自治区への高率の補助金支給により，民族
的少数者の生活水準を高め，経済格差を削減することで分離独立要求を解消し
ようとしてきた 160。実際，チベット及び新疆ウイグル自治区には高率の政府
補助金を支給してきた 161 が，補助金の配分は民族的少数者居住地域よりも漢民
族が多い区域が優先され，民族的少数者への恩恵とはなっていない 162。民族的
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少数者にとっては改革開放以降の諸政策が結果的に民族的少数者の利益を搾取
し，経済面における漢民族の優位性を助長し，経済発展から阻害されたとする
意識が強まるだけで，懐柔策についてもチベット民族及びウイグル民族の侵害
された人権救済にはつながっていない 163。中国政府は分離運動の制圧に腐心
するが，チベット及びウイグル民族集団の人権を保障する制度を国内で実施す
ることにより分離を回避しようとする選択肢は検討していないようである。
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